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電力系統における変化：需要
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 東京、関西、四国、九州の4系統における4月（低負荷期）のPV発電量を差し引い
た需要（PV引き需要）＊を、2010年度実績、2018年度実績で比較して示す。

  ＊PV引き需要は、電力会社が電力供給を行う需要（正確には「PV・風力引き需要」）

 2018年度のPV引き需要カーブでは、いずれの系統においても昼ピークが消えて
おり、 2010年度に比べて太陽光発電の影響が明確に表れている。

 特に四国、九州では、2018年度のPV引き需要の形が大きく変化し、真昼が最低
需要となる朝夕２ピーク型（加州で言う「ダックカーブ」に近い形）になっている。

東京 関西

四国 九州



電力系統における変化：流通設備の老朽化

 既存の送電鉄塔の多くが1970年代に集中投資されたもの。
 今後、流通設備の経年化、老朽化の進行が懸念されている。

12出典：電力広域的運営推進機関「広域系統長期方針」

送電鉄塔

変圧器



【再エネ予測誤差に対する調整力がある場合】

再エネ導入拡大に伴う課題：調整力不足の顕在化
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【再エネ予測誤差に対する調整力がない場合】

出典：電力広域的運営推進機関 「第38回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会」

○予測誤差に備えた調整力の確保

・再エネ（FIT）の発電計画は前々日
16時に確定するため、実需給まで
の間に予測誤差が生じ得る。

・この予測誤差に備えて、調整力を
確保する必要。

・また、再エネの導入拡大により、
調整力の必要量も増加。

○必要な調整力を確保しない場合

・卸電力市場で約定されなかった電
源がバランス停止してしまい、実需
給断面で供給力が不足する可能
性。 【下図】



再エネ導入拡大に伴う調整力確保に向けた取り組み

 地域連系線の更なる活用

OFRや転送遮断による電源制限量の確
保により、関門連系線の運用容量を
2019年度中に135万ｋＷまで拡大する見
込み。
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【関門連系線の活用イメージ】

出典：経済産業省 「第18回 系統ワーキンググループ」

 火力電源の最低出力引き下げ

九州エリアにおいて、発電機の最低出力を
定格出力の30％以下への引き下げることを
事業者12社が合意済み。

 再エネ電源のオンライン制御の拡大

一般送配電事業者からオンラインで出力制御すること
により実需給2時間前の需給予測に応じた柔軟な調
整が可能に。国の審議会において、オンライン対象の
拡大に向けた取り組みを検討中。

 需給調整市場の創設

再エネ予測誤差に対応する三次調整力②につい
て、需給調整市場が創設される2021年度以降に広
域調達・広域運用される見通し。

出典：経済産業省 「第18回 系統ワーキンググループ」



再エネ導入拡大に伴う課題：系統制約の増加

15出典：経済産業省 「第11回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力NW小委員会」

 北海道エリアでは急速な再エネ導入（主に風力）で、基幹系統においても系統制約が発生。

 基幹系統の増強工事は長期間に及ぶため、系統制約の解消には非常に長い年月を要する。

 また、基幹系統の増強コストの大部分は一般負担であり、地域住民の託送料金負担が重たくな
る要因に。

【北海道エリアの系統空き容量】



 系統増強を極力回避するため、以下の取り組みにより既設送電線の利用率向上を図る。

① 想定潮流の合理化

実態に近い潮流で空き容量を計算し、新規電源の接続枠を確保する。

②Ｎ－１電制

送電線事故時に瞬時に遮断する前提で新規電線を接続させ、接続枠を増大させる。

③ノンファーム接続

送電線混雑時に出力制御すること前提に新規接続を認める。

再エネ導入拡大に伴う系統制約への対応

【日本版コネクト＆マネージ】

16出典：経済産業省 「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力NW小委員会 第2次中間整理」



電力システムの脆弱性

 大規模地震・大型台風や集中豪雨など、近年の自然災害は激甚化の傾向にあり、それら自然
災害に対して電力インフラが十分な強靭性を有しているかが課題となっている。

 昨年9月6日に発生した北海道胆振東部地震では、道内最大の苫東厚真火力発電所の全台ト
リップ、主要送電線の多重事故といった稀頻度要因が複合的に重なり、北海道エリアがブラック
アウトに至った。

出典：電力広域的運営推進機関 「第1回 平成30年北海道胆振東部地震に伴う
大規模停電に関する検証委員会」 17

出典：経済産業省 「第1回 脱炭素社会に向けた電力レジリ
エンス小委員会」



託送料金の上昇、コスト回収の困難化

 地域間連系線及び地内送電線の増強、経年化した送配電設備の更新、調整電源の調達量増
加等は、全て託送料金の上昇要因に。

 託送原価の大半は固定費である一方、現在の託送料金体系は２部料金制（固定費＋従量料
金）を採用しており、コストの大半を従量料金から回収している。

 託送料金（従量料金）の上昇は、「分散型電源の普及（系統需要からの離脱）」⇒「需要家が納
める従量料金の減少」⇒「コスト回収できず従量料金を引上げ」のデススパイラルに陥る懸念。

 さらに、再エネの導入量（系統増強）が多く、人口減少が進む地方エリアにおいては、地域住民
一人当たりの託送料金負担が大きく、都市部と地方で格差が生じていることも課題の１つ。

18出典：経済産業省HP



揚水発電の設備維持困難化

揚水発電設備の各市場における収益性

価 値 価値の概要 容量市場
JEPX

スポット市場
需給調整
市場

非化石価値
取引市場

市場における収益性

kW価値
(容量)

将来の発電能力
(供給力） △

・揚水は固定費が高いため、コストベースで入札した場
合に約定されない恐れ。
・成行価格で約定を優先した場合、市場価格次第でコス
トを回収しきれない恐れ。

kWh価値
(電力量)

実際に発電された
電気 △ (△)

・裁定取引でコスト回収できるほど卸市場価格に値差が
生じておらず、収益は限定的。
・調整力の発動量に応じてkWh対価が支払われるが、
発動量は限定的。

ΔkW価値
(調整力)

短期間の需給調整
能力 △

・商品要件が他の電源と差別化できるものとはなってお
らず、競合が多い。
・一部の商品は系統並列が前提条件とされており、揚
水設備の応札は困難。
・下げ調整力は調達されず、揚水設備の持つ需要創出
機能は価値化されない。

非化石価
値

非化石電源で発電
された電気に付随
する環境価値

×
・揚水は自ら電気を生み出すものではなく、揚水で発電
した電気に非化石価値は付随しない。

 今後、電気の価値は「kW」、「kWh」、「ΔkW」、「非化石」の４つに分けて取引される
こととなる。

 また、発電事業の収支に影響を与える要因として、託送料金制度の見直しの一環で
「発電側基本料金」が課せられる見通し。 ※2020年度以降、時期未定。

 揚水発電は固定費の塊であり、容量市場（kW価値）でコストを回収しきれない場合、
不足分を他の市場から賄うことは困難。
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